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均等割減免制度とは

○個人市民税は、所得にかかわらない一律の税金の「均等割」と
所得に応じて掛かる税金の「所得割」があります。

○均等割減免制度は、「所得割」の納税義務がない方に対して、
「均等割」の全額（府民税も合わせて年5,600円（令和5年度時点））を
免除する京都市独自の制度です。

○この減免制度は、令和6年度課税分から廃止となります。

１



均等割減免制度とは

○これまで、均等割減免制度があることによって、個人市民税が
「非課税」だった方については、所得金額等の状況が変わらない場合でも、
個人市民税（均等割相当分）が課税される ことになります。

○障害福祉サービスを利用したときの利用者負担は、
「非課税」の場合は、「0円」ですが、
「課税」の場合は、所得に応じて負担上限月額が設定され、
上限額に至るまでは、サービス利用費の１割を負担する必要があります。
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利用者負担上限月額
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経過措置について
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○負担額等が急に増加することで、障害福祉サービスが利用しにくく
ならないよう、段階的に本来の負担額等とする経過措置を実施します。

○訪問系・日中活動系サービス ： 経過措置期間 ４年間
（居宅介護、重度訪問介護、行動援護、同行援護、重度障害者等包括支援、生活介護、短期入所、

自立訓練、就労移行支援、就労継続支援等）

○居住系（入所）サービス ： 経過措置期間 ７年間
（施設入所支援、療養介護、共同生活援助（グループホーム））

※施設入所支援・共同生活援助（グループホーム）の補足給付や療養介護の医療型個別減免も経過措置の対象となります。

○地域生活支援事業 ： 経過措置期間 ４年間
（移動支援、訪問入浴サービス、地域活動支援センター、日中一時支援）



経過措置について

年度 軽減率 負担上限額（18歳以上） 負担額上限額（18歳未満）
令和６年度 １００％軽減 0円 0円
令和７年度 ７５％軽減 2,300円 1,100円
令和８年度 ５０％軽減 4,600円 2,300円
令和９年度 ２５％軽減 6,900円 3,400円
令和10年度 本来の負担額 9,300円 4,600円
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○訪問系・日中活動系サービス ： 経過措置期間 ４年間
（居宅介護、重度訪問介護、行動援護、同行援護、重度障害者等包括支援、生活介護、短期入所、

自立訓練、就労移行支援、就労継続支援等）

○地域生活支援事業 ： 経過措置期間 ４年間
（移動支援、訪問入浴サービス、地域活動支援センター、日中一時支援）



経過措置について

○居住系（入所）サービス ： 経過措置期間 ７年間

（施設入所支援、療養介護、共同生活援助（グループホーム））

年度 軽減率 負担上限額（20歳以上） 負担額上限額（20歳未満）
令和６年度 １００％軽減 0円 0円

令和７・８年度 ７５％軽減 9,300円 2,300円
令和９・10年度 ５０％軽減 18,600円 4,600円
令和11・12年度 ２５％軽減 27,900円 6,900円
令和13年度 本来の負担額 37,200円 9,300円

＜施設入所支援・療養介護＞
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経過措置について

年度 支給率 支給額
令和６年度 １００％支給 算出額

令和７・８年度 ７５％支給 算出額×0.75
令和９・10年度 ５０％支給 算出額×0.5
令和11・12年度 ２５％支給 算出額×0.25
令和13年度 － 対象外

＜施設入所支援の補足給付（特定障害者特別給付費）について＞

※算出額は国の示す方法により算出した支給額です。
※療養介護における医療型個別減免も経過措置の対象ですが、対象者がごく一部に限られている
ため、説明は割愛します。

施設入所支援利用者の低所得者にかかる食費・光熱水費などの実費負担を軽減するため
支給するもの。

20歳以上の場合 生活保護受給世帯又は市民税非課税世帯が支給対象
20歳未満の場合 支給要件なし（※均等割減免の経過措置対象外）
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経過措置について

○居住系（入所）サービス ： 経過措置期間 ７年間

（施設入所支援、療養介護、共同生活援助（グループホーム））

年度 軽減率 負担上限額
令和６年度 １００％軽減 0円

令和７・８年度 ７５％軽減 4,600円
令和９・10年度 ５０％軽減 9,300円
令和11・12年度 ２５％軽減 13,900円
令和13年度 本来の負担額 18,600円

＜共同生活援助（グループホーム）＞
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経過措置について

年度 支給率 支給額
令和６年度 １００％支給 10,000円

令和７・８年度 ７５％支給 7,500円
令和９・10年度 ５０％支給 5,000円
令和11・12年度 ２５％支給 2,500円
令和13年度 － 対象外

＜共同生活援助（グループホーム）の補足給付について＞

共同生活援助（グループホーム）居住者の低所得者にかかる家賃の実費負担を軽減するために
支給するもの。

生活保護受給世帯及び市民税非課税世帯が支給対象
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利用者負担上限月額の見直しについて

○負担上限月額は、１年に１回見直しを行います。

○見直しのタイミング

・支給決定期間が１年を超えるサービス：毎年７月
・支給決定期間が１年以内のサービス ：支給決定の更新時

※１年を超えるサービス…施設入所支援、療養介護、生活介護、共同生活援助、就労系サービス（一部除く）等

○負担上限額は、前年（認定を行う日が１月～６月の場合は、前々年）の収入をもとに
認定します。

（例1）
令和5年度課税は、
令和4年1月～12月の所得を
根拠に課税されます。

（例2)
令和6年度課税は、
令和5年1月～12月の所得を
根拠に課税されます。
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１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

前々年収入

前年収入R6年の場合は、R5年度課税
つまり、R4年中の収入

R6年の場合は、R6年度課税
つまり、R5年中の収入



○令和6年度課税をもとに判定する上限額は、すべてのサービスにおいて、
軽減率１００％です。

○そのため、経過措置適用者にあっては、結果的に利用者負担上限額が「０」円です。
※補足給付は従来どおりの計算方法で１００％支給。

○実際に部分的な負担が始まるのは、最短の方で令和7年度課税分をもとに認定する
令和7年7月以降で、軽減率が７５%となります。

利用者負担上限月額の見直しについて

年度 軽減率 負担上限額（18歳以上） 負担額上限額（18歳未満）
令和６年度 １００％軽減 0円 0円
令和７年度 ７５％軽減 2,300円 1,100円

令和８年度 ５０％軽減 4,600円 2,300円

令和９年度 ２５％軽減 6,900円 3,400円

令和10年度 本来の負担額 9,300円 4,600円

ここに記載の「○年度」は、
「○年度課税（前年収入）」をもとに
判定した利用者負担上限月額の適
用期間を指します。
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経過措置適用後の利用者負担上限額等の確認方法について

＜障害福祉サービスの場合＞

①福祉サービス等受給者証（ピンク）の（七）
「利用者負担に関する事項」の
「利用者負担上限額」欄を確認。

㊟ここに記載の金額は、経過措置適用前の
金額ですが、「＊＊＊＊＊」（アスタリスク）
で消しています。

② 「※予備欄参照」と記載しています。

③下段の「予備欄」を確認し、
経過措置適用後の金額を確認。

12

①

②
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経過措置適用後の補足給付額（特定障害者特別給付費）
の確認方法について

＜施設入所支援の場合＞

福祉サービス等受給者証（ピンク）の（六）
「特定障害者特別給付費の支給内容」欄を
確認。

㊟ここに記載の金額は、
経過措置適用後の金額です。

※支給額の記載がない方は、補足給付の支給対象外です。
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経過措置適用後の補足給付額（特定障害者特別給付費）
の確認方法について

＜共同生活援助（グループホーム）の場合＞

①福祉サービス等受給者証（ピンク）の（六）
「特定障害者特別給付費の支給内容」欄を
確認。

②「予備欄」を確認し、以下の記載が
あれば、経過措置対象者です。

（記載内容）
『「共同生活援助を利用している場合の
経過措置を適用した特定障害者特別給付費
は ＊＊＊＊円 です。』
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経過措置適用後の利用者負担上限額等の確認方法について

＜地域生活支援事業の場合＞

①地域生活支援事業受給者証（黄色）の
（五）「利用者負担上限額」欄を確認。

㊟こに記載の金額は、経過措置適用前の
金額ですが、「＊＊＊＊＊」（アスタリスク）
で消しています。

② 「※予備欄参照」と記載しています。

③下段の「予備欄」を確認し、
経過措置適用後の金額を確認。

①

②

③
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請求方法について

○従来の請求と同様に国保連合会へ請求明細書を提出してください。

○次ページ以降の簡易入力システムにおける入力方法は、
国保連合会が公開している請求ソフトでの説明です。

○国保連合会以外の民間ソフト会社等のソフトを利用されている場合は、
取扱いが異なりますので、各ソフト会社へお問い合わせください。
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簡易入力システムにおける入力方法
（障害福祉サービス）

受給者証で確認した経過措置適用後の利用者負担上限額を

「利用者負担上限月額①」に入力してください。

※その他は、従来どおりの請求方法と変更ありません。 17



経過措置適用後の利用者負担上限額と総費用額の

１割相当額を比較し、低い額が決定利用者負担額に

入っているか確認してください。

ｚ
明細書等で経過措置適用後の利用者負担上限額が

「利用者負担上限月額①」に入っているか確認してください。
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ｚ

ｚ
複数のサービスを利用し、利用者負担上限額の管理が必要な場合も同様に、

受給者証で確認した経過措置適用後の利用者負担上限額を「利用者負担上限月額①」に入力

してください。

利用者負担上限管理結果票に記載された「管理結果」及び

「管理後負担額」を入力してください。

※従来の上限管理と同じ取扱いです。

19



上限額管理結果票に記載の管理結果後負担額が

「決定利用者負担額」欄に入っているか確認してください。

ｚ
明細書等で経過措置適用後の利用者負担上限額が

「利用者負担上限月額①」に入っているか確認してください。
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簡易入力システムにおける入力方法
（施設入所支援の補足給付（特定障害者特別給付費）

ｚ
補足給付も経過措置の対象であり、経過措置期間中は引き続き所定の額が支給されますが、

別の方法で請求いただく必要があるため、「実費算定額」の欄には入力しないでください。

㊟令和６年７月提供分から
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ｚ

明細書等で「特定障害者特別給付費」に

入力がないことを確認してください。

国保連へは、このまま入力なしで請求し、

次ページ以降に示す方法で、補足給付を

請求してください。

22



施設入所支援の補足給付（特定障害者特別給付費）請求方法

○毎月、１５日（必着）までに「①請求書」と「②実績記録票」を
障害保健福祉推進室に郵送で提出してください。
※１５日に間に合わない場合は、翌月受付分になりますのでご注意ください。

○支払いは、翌月中旬頃になります。

○「①請求書」及び「②実績記録票」の様式は、
京都市情報館に掲載しています。
（https://www.city.kyoto.lg.jp/hokenfukushi/page/0000329304.html）

○記載例を必ず確認して提出してください。

㊟令和６年７月提供分から
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②実績記録票①請求書

様式イメージ
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簡易入力システムにおける入力方法
（共同生活援助（グループホーム）の補足給付（特定障害者特別給付費））

㊟令和６年７月提供分から

25

ｚ
特定障害者特別給付費の「給付費請求額」に10,000円が

自動で入力されているので、「0」と入力し、「明細修正」を

クリックします。

ｚ「明細修正」のクリック後、「給付費請求額」が「0」と

表示されているか確認してください。



ｚ

明細書等で「特定障害者特別給付費」の

「給付費請求額」が「0」であることを確認してく

ださい。

国保連へは、「0円」で請求し、次ページ以降

に示す方法で、補足給付を請求してください。
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共同生活援助援助の補足給付（特定障害者特別給付費）請求方法

㊟令和６年７月提供分から

○毎月、１５日（必着）までに「請求書」を障害保健福祉推進室に
郵送で提出してください。
※１５日に間に合わない場合は、翌月受付分になりますのでご注意ください。

○支払いは、翌月中旬頃になります。

○「①請求書」及び「②実績記録票」の様式は、
京都市情報館に掲載しています。
（https://www.city.kyoto.lg.jp/hokenfukushi/page/0000329304.html）

○記載例を必ず確認して提出してください。 27
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様式イメージ
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簡易入力システムにおける入力方法
（地域生活支援事業）

ｚ

「集計情報」画面の「決定利用者負担額」には、初期設定で総費用額の１割
が自動入力されています。
①or②の該当する方を入力し、「明細修正」をクリックします。

①上限管理がある場合…上限管理結果額を入力

②上限管理がない場合…総費用額の１割と経過措置適用後の
利用者負担上限額を比較し、低い額を入力

ｚ「明細修正」のクリック後、①or②が反映されているか

確認してください。
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ｚ
明細書等で「決定利用者負担額」に

入力内容が反映されているか確認してください。
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利用者負担上限月額の上限管理について

○１１ページに記載のとおり、経過措置の対象者で利用者負担額が
実際に発生するのは一番早い方で令和７年７月提供分からです。
（令和６年度課税においては、軽減率が１００％のため）

○令和７年７月提供分以降、経過措置適用者が複数の事業所を
利用している場合は、新たに上限額管理が必要となります。

○上限額の管理を行う事業所となった場合は、事業所の登録が必要
になりますので、ご注意ください。

（参考）上限額管理について
https://www.city.kyoto.lg.jp/hokenfukushi/page/0000307380.html 31
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ありがとうございました。


